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総合物流業から
空間情報インフラへの期待

株式会社MTI 技術戦略グループ

石澤 直孝
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1.輸送ニーズの変遷 総合物流サービス
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アジア －北米

24,300百万RKT欧州－北米

16,000百万RKT

（IATA 2002年）

アジア －欧州

26,000百万RKT

アジア域内 10,200百万RKT欧州－アフリカ

3,700百万RKT

欧州－中近東

3,600百万RKT

アジア域内

2,000万 TEU

アジア → 北米

1,300万 TEU

北米 → アジア

500万 TEU

アジア → 欧州

900万 TEU

北米 → 欧州

200万 TEU

中南米発

600万 TEU

中南米向

400万 TEU

海上荷量の規模は、航空の約280倍
航空貨物2300万トン、海上貨物65億トン (*概算）

世界の海上輸送

世界の航空輸送

欧州 → アジア

400万 TEU
欧州 → 北米

300万 TEU

海上コンテナ数量 全世界1900万TEU,6,600万 TEU分/年利用

（Global Insight 2004年）
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1970年代

日本で製造された製品が海外に向けて輸出されていた国内工場

1980年代

1980年代から、大規模な市場への

生産拠点の移転が相次ぐ

日本製造業の本格的な海外市場進出

生産拠点の海外移転
海外生産拠点海外生産拠点

海外生産拠点

海外生産拠点

1990年代以後
海外生産拠点海外生産拠点

輸送ニーズの変遷

消費地生産から、最適地生産による
世界分業体制に

物流業はより複雑に、グローバルに、すべてのモード
（陸運、海運、空運）を提供する時代に

→総合物流サービスのニーズの高まり
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部品・資材生産拠点
製品生産拠点
販売・流通拠点

製品生産

部品・資材生産 流通・販売

生産から販売まで、ドアからドアまでサプライとデマンドの同期化を実現してムダを排
除し、物流の全体最適を担うサービスに

世界的な最適地分業体制のもと、輸送モード（陸・海・空）を問わず多頻度・
小ロット輸送ニーズの高まり

より細かく、早く、グローバルに、
センシティブに、総合的に、
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２.総合物流サービスにおける
情報通信技術の課題
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個品
（Layer0)

パッケージ
（Layer1)

カートン・通い箱
（Layer2）

パレット
（Layer3）

コンテナ
（Layer4）

輸送機器
（Layer5）

物流における情報通信技術の課題
①貨物②輸送部材・機器③物流施設

保管 荷役
海上
輸送

生産 通関 配送 販売陸送

課題③物流施設

保管
港湾
荷役

海上
輸送

生産 通関 配送 販売陸送出荷
流通
加工

積替

貨物、輸送部材、物流施設、物流工程、制度、物理的な距離、関係者など、
レベル・性質の異なる多様性が、総合物流サービスを難しくさせている。

屋内
高速

屋内
低速

屋外
高速

屋外
低速

課題①貨物

課題②輸送部材

多様な荷姿、輸送部材 各々のサイズ（容量/重量）、取り扱い数量、速度も多様

多様な工程 多数の関係者

国・地域によって異なる制度
物理的な隔たり（時間、空間）

多様な物流施設 複雑で広大な環境
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課題①－１ 貨物情報の共有

Warehouse Container
Yard VesselFactory Custom

Clearance
Distribution

Center StoresOverland
Transport

A社 B 社

C 社

D 社

E 社

F 社

G 社

H 社

I 社

J 社

K 社

L 社

M 社

N 社

O 社

P 社

Q 社

R 社

Q 社

R 社

S 社

T 社

U 社

V 社

保管 港湾荷役 海上輸送生産 通関 配送 販売陸送

多数のプレーヤーが、国や地域を越えて登場するため、
輸送中の関係者間の連携、情報の共有化・貨物の“見える化”が難しい
⇒共有すべき情報 （荷主、荷量、荷姿、動静情報、契約情報等）



9輸送中に、貨物の荷姿が多様に変化するため、単一の認識方法
（たとえばバーコードのみ）では、すべてを網羅して認識することができない。

個品
（Layer0)

パッケージ
（Layer1)

カートン・通い箱
（Layer2）

パレット
（Layer3）

コンテナ
（Layer4）

輸送機器
（Layer5）

課題①－２ 貨物の認識



10多種・多様な輸送部材が、高速・大量に利用されているため、
在庫・利用状況などを把握しづらく、輸送ニーズに対して過不足のない利用が難しい

貨物

伝票

通い箱

ﾊﾟﾚｯﾄ

製造業用
輸送ﾓｼﾞｭｰﾙ

ﾛｰﾙﾎﾞｯｸｽﾊﾟﾚｯﾄ

台車

ﾌﾚｺﾝﾊﾞｯｸﾞ

海上ｺﾝﾃﾅ

航空ｺﾝﾃﾅ

数量推定値（概算）

通い箱

〔国内〕〔国際〕

3億4000万 7600万
*日系自動車

産業のみ3億２00万

1900万*
全世界累計

所 有
〔荷主〕〔物流

会社〕

管 理
〔物流
会社〕

〔荷主〕

利用形態

片道

反復利用

個体認識

○

×
×

×

×
△

△

○

○

○

改善課題

数値・事実に基づく
管理ができない

・在庫状況
・保有/紛失状況

・利用回転率
･減耗率
がわからない

取引先を含む管理
責任部門（者）が不
明確

備品・経費
として

現品貨物
として

資産
として

課題② 輸送部材・輸送機器
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物流施設が広大で、複雑なため、施設内に貨物がどこにどれだけあるか、
タイムリーに把握することが難しい。刻々と変化する物流ニーズに同期させ、
無駄な在庫を低減化し、物流施設の回転率・生産性を向上することが難しい。

課題③ 物流施設

刻々と変化する物流ニーズに、
物流施設を同期化させたい 関係者間における

位置情報（貨物、輸送
部材がどこにあるか）
のタイムリーな共有化

物流ニーズと
物流施設内利用の同期化

改善課題

ニーズに合わせて
出荷を変更

ニーズに合わせて
保管ｽﾍﾟｰｽを変更



12個品
（Layer0)

パッケージ
（Layer1)

カートン・通い箱
（Layer2）

パレット
（Layer3）

コンテナ
（Layer4）

輸送機器
（Layer5）

生産

包装

積替

保管

積替

出荷

陸送

船積荷役

海上輸送

船揚荷役

通関

通関

陸送

開梱

検品

保管

配送検査

販売

生産工場 倉庫→陸送 港湾ターミナル 海上輸送→港湾ター
ミナル

倉庫→配送センタ 陸送→販売店舗

貨物・
輸送部材

物流施設
・環境

物流プロセス（工程）

情報システム（IS) 生産メーカーA社 倉庫会社E社 ターミナルI社 海運K社 通関O社 配送R社

生産メーカーB社 倉庫会社F社 ターミナルJ社 海運L社 通関P社 配送S社

生産メーカーC社 倉庫会社G社 ターミナルJ社 海運M社 通関O社 配送T社

生産メーカーD社 倉庫会社H社 ターミナルI社 海運N社 通関Q社 配送U社課題①－１
貨物情報の共有

課題①－２貨物の認識、
課題②輸送部材

課題③物流施設

課題のまとめ
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３.課題のための対策
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通信距離0.1 ｍ 1 ｍ 10 ｍ 100 ｍ 1000 ｍ

個品レベル ケースレベル パレットレベル コンテナレベル 輸送機器レベル

さまざまな自動認識デバイスを適材適所に使い分ける総合的な技術開発が必要

同
時

読
み

取
り

個
数

単価

高 少

多

パッシブ型ＩＣタグ

センサー
ネットワーク

格納情報

バーコード/光学
認識

適用範囲

安

アクティブ型ＩＣタグ

少

多

OCR

センサー
ネットワーキング

10文字

200文字

4,000文字

（数字・アルファベット）

5円

5,000円

10,000円

対策（A)自動認識デバイス
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製造者 物流業者通関業者 輸入者

A 社IS

A社

B社

B 社IS C社IS

C社 D社

D社IS

ｲﾝﾀｰﾌｪｰｽ
A-B

ｲﾝﾀｰﾌｪｰｽ
A-C

ｲﾝﾀｰﾌｪｰｽ
A-D

ｲﾝﾀｰﾌｪｰｽ
A-D

ｲﾝﾀｰﾌｪｰｽ
A-B

ｲﾝﾀｰﾌｪｰｽ
B‐C 

A 社IS B 社IS C社IS D社IS

×

× ×

×

共通規格 共通規格 共通規格 共通規格

○

○

○

○ ○

○ ○ ○

○=情報の共有が可能
×=NG

貨物情報の共有の現状と課題 対 策

対 象 領 域

●各プレーヤーの事業領域

●物流を構成するすべての領域

→情報は蒐集され、管理されている

→情報は共有されていないか

各プレーヤーの情報システムの連
携に莫大なコストがかかっている

対 策

物流関係者間で貨物情報を共有するためのネットワーク技術
および共通規格の普及

物流関係者間で情報を共有するための共通のネットワーク技術と共通規格の普及が必要

対策（B)ネットワーク技術
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輸送部材 ＩＳＯ/ＩＥＣ
船舶輸送 ＩＳＯ ＴＣ８
鉄道輸送 ＩＥＣ ＴＣ９
自動車輸送 ＩＳＯ ＴＣ２０４
コンテナ ＩＳＯ ＴＣ１０４
包装 ＩＳＯ ＴＣ１２２

ＧＳ１/ＥＰＣｇｌｏｂａｌ
バーコード／ＲＦＩＤタグ

ＧＴＩＮ、ＧＲＡＩ、ＳＳＣＣ
ＳＧＴＩＮ

貨物 物流施設（位置情報）

ＵＮ

ＧＳ１/ＥＰＣglobal
GLN

ISO

緯度・経度
各国郵便番号

データ通信

ＵＮ UN/EDIFACT

ＧＳ１/ＥＰＣglobal
EPCIS
EANCOM
ANSI

ISO

WCO

IMO

ITU

IEEE

US
DOD

US
DHS

EU

各国政府組織

総務省

主要な標準規格団体

各種国際機関

経済
産業省国土

交通省
ユビキタス空間基盤推進協議会

貨物、輸送部材、位置、データ転送に関する共通コードについて様々な組織・団
体が審議・立案に取り組んでいる。主要団体の連携と、ユーザー企業の主体的
な参加が必要

対策（C)共通コード
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日本郵船・ＭＴＩが考える
共通コードに関する課題認識
～空間情報・場所情報

①貨物

②輸送部材・輸送機器

③場所

③場所

④時間

物流を構成する４つの基本情報
この４つの情報を効率的に共有できると

生産性が上がる。

・①②④はあるレベルまで共有できている
・③は共有されているが、より詳細に共有でき

るとさらに生産性が上がるのではないか？

利用者レベルで場所情報を共有で
きたらどんな効果があるか？追求
してみたい
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空間基盤のレイヤー構造
暫
定
案

空間情報基盤体系（仮案）

海域・空域

国・自治区

地方行政区（都道府県・市町村）

郵便番号

町字コード

UNコード

GLN 事業者・場所の所有者に

発番される場所コード

場所の利用者に（所有者の了解
のもとに）発番される場所コード

０

レイヤー・階層

１

２

３

４

５

６

７

絶対位置情報

緯度・経度・標高

紐付け
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レイヤー0

コードが発行された「地点」の地理的、物理的な「位置情報」

緯度・経度・標高その他の3次元座標系

レイヤー1

コードが発行された「地点」が代表する「空間」認識

地点、土地区画、部屋、建物、地域 など

レイヤー2

コードが代表する空間の
「公的」な意味、属性

地番（登記簿）、住所（住居表示含む）、
地物名称、郵便番号

コードが代表する空間の所有者・占有者が
対象空間に持たせたい意味、属性

ビル名称、居住者名、GLN

コードが代表する空間の利用者が
対象空間に持たせたい意味、属性

居住者・占有者の顧客番号

個別の利用目的ごとに異なる
→アプリケーションごとに管理する

公的に管理されるべきもの

個別の利用目的ごとに異なるが、
公共性が高い
→共通基盤として管理すべき

空間基盤のレイヤー構造
暫
定
案
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利用者に発番される場所コード
利用イメージ①宅配サービス

従 来

不在
伝票

受荷主が不在の場合、
宅配業者により
不在伝票が軒先に
添付される。

不在であることを
知らしめてしまうため
安全性に問題あり

利用イメージ

サービスセンター

②サービス
センターに
不在登録

①場所コードを
携帯端末
で読取り

③通知・照会

共通規格の場所コードを利用することにより
不在伝票を利用することなく、安全に
不在による未配送・一時預かりを通知できる

現状においては、家屋単位の配送しかできない

鈴木家
鈴木（妻） 鈴木（夫）

鈴木（娘） 鈴木（息子）

同じ家屋に住んでいる、各個人に
個別に配送サービスを提供できる
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利用者に発番される場所コード
利用イメージ②産業物流

従 来 利用イメージ
製造業Ａ社 流通業 Ｂ社 物流業 Ｃ社

Ａ社用システム Ｂ社用システム Ｃ社用システム

下請け物流・作業会社 Ｄ社

サービス提供
サービス提供サービス提供

複数の顧客と契約した下請け物流・作業会社は、似通った複数
の物流管理システムの構築に多大な費用をかけることになる。

製造業Ａ社 流通業 Ｂ社 物流業 Ｃ社

Ａ社用システム Ｂ社用システム Ｃ社用システム

下請け物流・作業会社 Ｄ社

サービス提供
サービス提供サービス提供

共通化した場所コードを採用することにより、物流管理
システムの構築コストの低減が期待できる。

部品メーカー
Ａ社

部品メーカー
Ｂ社 構内作業会社

Ｅ社

部品メーカー
Ｃ社

ゴミ回収 Ｄ社

コピー機器
メンテナンス

Ｆ社

組み立てメーカー Ｇ社
（事業所所有者）

ＶＭＩ（Vendor Management Inventory 顧客の事業所・倉庫のなかで納入業者が自身の在庫として商品をとりあつかう契約形態）

など、産業物流において“所有と利用”が分離するケースが増えるなか、一つの事業所のなかで、複数の異なる会社が、それぞれ異なる
サービスに応じた場所利用をすすめるための共通の規格があれば、物流業の生産性向上に寄与する可能性があるのではないか？

構内作業用
場所体系網

コピー機器
メンテナンス

会社用
場所体系

部品メーカーＶＭＩ用
場所体系

事業所所有者が
事業所内の場所体系

を独自に決め
・維持する

共通のルール
（場所コード）

に基づき
相互補完
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利用者に発番される場所コード
実現のための課題

１．場所コードを発番・運用する

しっかりとしたルールが必要

２．コードを提供するプロバイダー業が

ビジネスとして成立しなければ、

普及は難しいのではないか
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ありがとうございました
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